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日本企業に お け る コ ス トマ ネ ジ メ ン ト

　　　　　　　　に 関する実証研究
　　　　　　　一原価企画 と MPC を中心 として 一

Summary

　本稿 で は． 日本企業に お ける 組織 コ ン テ ク ス

ト，原価企 画 と MPC 制の 利 用 と効果 の 関係解

明を 目的 と して ，郵送質問票調査 に 基 づ く分析・

考察 を行 っ た 。 そ の 結果．組織 コ ン テ ク ス トが

原 価企 画 と MPC 制 の 利 用 に与 える影響が 異 な

る こ と．原 価企画 や MPC 制の 実施 にお け る会

計情報 の 利用 や 協働 に よ る コ ス ；・マ ネジ メ ン ト

が ，原 価企 画 や MPC 制 の 効果 に 正 の 影響 を与

え るこ とを確認 した 。
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1　 問題の所在

田

島

栄 介
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　80年代後半．実務 と理 論 の 乖離 を指摘 する「適

合性 の 喪失 （relevance 　 l。 st ＞」 （Johnson　 and

Kaplan，1987）の 議論が 活発化 し，そ の 後の 国

内外の 管理 会計研究 に大 きな影響 を与 えた 。 そ

の 結果．日本で は，90年代に は事例研究，近年

で は 郵送質問票調査 に よ る 実態調査や 実証研究

が 増え て きた （吉田 ，2009；吉田 ほ か
r2009a ）

L
。

しか し、コ ン テ ク ス ト要 因と コ ス トマ ネジ メ ン

ト手法 との 関係に つ い て の 知見が 十分 に蓄積 さ

れて い る とは い えな い （吉 田ほか ，2009b）。

　そ こ で 本稿 で は ， コ ス トマ ネ ジ メ ン ト手法で

ある原 価企画 とミ ニ プロ フ ィ ッ トセ ン タ
ー

（以

下 ，MPC ）制 を取 り上 げ， 日本 企 業に お け る

組 織 コ ン テ ク ス ト， コ ス トマ ネ ジ メ ン ト手法の

利用，効果の 関係を実証的に 明 らかにす る
1

。

以 下で は，第 2 節で コ ス トマ ネジ メ ン ト手法の

利 用 に 関する 仮説構築 第 3 節で 研究 フ レ
ー

ム

ワ
ー

ク お よび分析 デ ータ の 収集，第 4 節 で 仮説

検証の た め の 変数設定および分析 と考察 を行 う。

皿　 コ ス トマ ネ ジメ ン ト手 法
　　 の利用に関する仮説構築

　まず 本節で は，先行研究 を踏 まえ，組織 コ ン

テ ク ス ト，コ ス トマ ネジ メ ン ト手法 （原価企画，

78 原 価 計 算 研究 2⊂）10Vd ．34　No．1

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Cost Accounting Association 

NII-Electronic Library Service 

The 　Japan 　Cost 　Aooounting 　Assooiation

目本 企業 に お け る コ ス トマ ネジ メ ン トに 関す る 実 証研 究

MPC 制）の 利用，効果 の 関係 に関す る仮説 を

構築す る 。

1 ．組織 コ ン テ ク ス ト要 因

　組織 コ ン テ ク ス ト要因が コ ス トマ ネジ メ ン ト

手法 の 利用に与える影響 は ，国外 の 研究を中心

に実証 的 に示 され て きた
「
1
。本研 究で は 日本企

業に お け る利用 実態 に注 目 し．日本企 業の 組織

コ ン テ ク ス トに つ い て 広 く調査 した木島（2006）

など を参考に ，イ ノ ベ ーシ ョ ン 志向．エ ン パ ワ

メ ン ト志向，カ イゼ ン 志 向を取 り上 げる 。

　 カ イゼ ン 志向に つ い て は，世 界的に も広 く知

られ る 日本企業発祥の 日常的 ・継続的 な改善活

動 ．エ ン パ ワ メ ン ト志向に つ い ては． ミ ドル へ

の 権限委譲．ミ ドル の 責任権限 区分 の 明確さ，

イ ノ ベ ーシ ョ ン 志 向に つ い て は，従業員へ の 革

新的行動の 奨励．新技術 ・製品開発 へ の 優先的

資源配分，異 質な メ ン バ ーを組み 合わせ た問題

解決の 影響 に 注目 した （図表 1参照〉。

2 ，原価企 画

　 まず．組織 コ ン テ ク ス トの 原価企画活動 へ の

影響に つ い て検討す る 。 谷 （1994） に よ れ ば、

新技術 ・製品 の 開発 頻度が 高い 組織で は，厳 し

い 目標原価 の 設定， コ ス トテ ーブ ル や VE 事例

集の 利用頻 度の 高 さに 加 え て ，商品企 画段階 で

の 各管理者 （営業，商 品企 画，設計） の 影響 力

が い ず れ も高 く，異 質 メ ン バ ー
を組 み 合 わせ た

積極的 な協働が推察 され る 。

　 こ うした挑戦的 な目標設定や 支援 ツ
ー

ル の 利

用 ，協働に よ る原価の 作 り込 み が 機能す る た め

に は ，高 い レ ベ ル の 原価 見積 りも欠か せ ない
。

例 えば， 目標原価の 設定 にお い て、原価見積専

任者や資材
・
生 産技術 ・製造等複数部門 の 見積

グ ル ープ に よ る原価 見積 りに 比 べ ，設計担 当者

自身の 原価 見積 りは よ り望 ま しい 発展 した姿と

言え る （田中 ．1995）。

　以上 の 議論か ら，新技術 ・製品 の 開発頻 度が

高い イ ノ ベ ーシ ョ ン 志向 の 組織 では ，高度化 し

た原価 企画活動の 実施が予想 され るため ，次 の

仮説 を設定する 。

H1 　 イ ノ ベ ーシ ョ ン 志 向 の 組織 ほ ど，高 度化

した原 価企 画活動 （挑戦 的
・
高度 な 目標 原価 の

設定 と，協 働に よる原価 の 作 り込 み ）が 実施 さ

れる 。

　 つ ぎに ．原価企画活動 の 効果 へ の 影響 に つ い

て 検討す る。原価 企画は ，市場志 向の 挑戦 的 ・

高度な 目標原価の 設定や 部門 ・企 業間協働 な ど

の 組織 的活動 を通 じて 原価や 品質な どの 複数 目

標 の 同時達成を 目指す活動で ある 。 高度化 した

原 価企 画 活動で は ，目標 原 価の 設 定段階 にお い

て 、挑戦 的 ・高度な 目標原価が 設 定 され ，設 計

担 当者 自 らが 原 価 見積 りを行 い ．原 価 意 識 を

醸成す る こ とで ア イデ ア 創発 を促す 。 続 く目標

原 価達 成段 階 で は ，購買部門や サ プ ラ イヤ
ー

企

業、製造部門と の 協働が展開 され ，原価 ・利益

の 作 り込 み が 行わ れ る 〔加 登 ．1993）。す な わ ち、

高度化 した 原価企画活動 と して ，挑戦的 ・高度

な目標原価の 設定や、協働に よ る 原価の 作 り込

みが行 われ る こ とで原価企 画 の 効果 に結び付 く

こ とが 推察 され る。

　 また，田 中 （2002） の 調 査で は ，目標原 価 の

設定段 階に お い て ，設計担当者 の 見積 りに加 え

て 、原 価見積専任者や 資材 ・
生 産技術 ・製造 等

複数部 門の 見積 グ ル
ー

プ に よる原価 見積 りも確

認 され て お り，開発 ・設計現 場に 開示 され た会

計情報 を用 い た 原価企画 活動が 効果 に 結び付 く

こ とが 予想 され る u

　一方．原価企画 の効果 に は，原価低減に 加え

て，非原価 目標の 達成が 推察され る 。 谷 （1994）

に よ れ ば ．原価 企画 の 実 施 目的 と して ，導 入 時

に は原 価 と品質 を両 立す る作 り込み が志 向 され，

導 入 か らの 時間 の 経 過 に つ れ て顧客 の ニ
ーズ に

原 価 計 算研 究 2010Vol ．34　No．1 79

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Cost Accounting Association 

NII-Electronic Library Service 

The 　Japan 　Cost 　Aooounting 　Assooiation

適合 した製 品 開発 や新製品の タイ ム リ
ー

な投入

も志 向され る。すなわ ち，原価企画活動の 効果

とは，目標原価の 達成に加 え，製品 コ ン セ プ ト

や ，機能 ・品質 目標，開発納期 な ど の 非原 価 目

標が想定 され，原価企画 の 実施 目的に応 じた効

果が 期待 され る。

　以 上 の 議論か ら，次 の 仮説を設定す る。

　H2a　原 価企画活動に お い て，挑戦 的
・高度

な 目標原 価 を設 定す る ほ ど，原価低減 と非原価

目標達成 とい う原 価企 画 の 効果 が高 い 。

　 H2b　原価 企画活動に お い て ，協働 に よ っ て

原価 を作 り込む ほ ど，原価低 減と非原価 目標達

成 とい う原価企 画 の 効果 が 高い
。

　H2c 　原 価企 画活動 に お い て ，設計 ・
開 発現

場が 提供 され た会計情報 を利用す る ほ ど，原価

低減 と非原価 目標達成 と い う原価企画の 効果が

高 い 。

3，ミニ プ ロ フ ィ ッ トセ ン ター

　 まず，組織 コ ン テ ク ス トの MPC へ の 影響に

つ い て 検討す る 。 MPC 制が ス ム
ーズ に 導入 さ

れ，機能す るに は，現場 に任 せ る文化，現場主

導 の 提案 が しやす い 土 壌，QC や TQC に よ り

全員参加型経営の 土壌 な どが で きて い る こ とが

重 要 で あ る （谷 ・三 矢 ，1998）。 また ，会計情

報 の 組織 メ ン バ ー
へ の 開示 は，改善活動 の 優先

順位 を明確化す る （Kaplan　and 　Cooper、1998）。

そ こ で ，カ イゼ ン 志 向の 組 織ほ ど，MPC の ひ

とつ の 取 り組み として 会計情報を用 い た 業務改

善の 推進が 予想 され る た め，次の 仮説 を設定す

る 。

　H3　カ イゼ ン 志向の 組織ほ ど，　 MPC は会計

情報 を用 い た改善活動 を行 う。

　つ ぎに ，MPC 制 の 利用 目的 が MPC 活動 と

効 果に 与 え る影響 に つ い て 検討 する 。 MPC 制

の 利用 目的 に は，顧客 ・利益志向の 醸成，製造

現場 に お ける 自発的問題発見・解決，将来の リ
ー

ダーの 育成，従業員の モ チ ベ ーシ ョ ン の 向上 な

どが ある （伊藤 ，2005； 谷 ・
三 矢 ，1998；吉田

・

松木 ，2001 等〉。 本稿 で は ，MPC 制 の コ ス トマ

ネジメ ン トとして の 側面 に 焦点 を当て て お り，

MPC 制 が 日本的改 善活動 の 進化 を促す と い う

指摘 （伊藤 ，2005） もあ るた め，慶應義塾 大学

管理 会計研究会 （2009a，　 b＞の 調査で も MPC

制の 利用 目的と して 最 も重視 され た 「製造現場

に お け る 自発的問題 発見 ・解決」を取 り上 げる
14．

。

　こ の MPC 制 の 利用 目的を達成す るため ，会

計情報が 活用 され る 。 MPC 制 で は利益 ・原価

情報 を各チ
ー

ム が 自ら計算する こ とで ，製造現

場 の 従業員が 会計数字 の 意味を理解 し， コ ス ト

に 対 す る 注 意 力が 高 ま りt 改 善活動 を行い や す

くな る （松 木 ，2003）。また，理 解容易 な管理

会計情報 を タイ ム リ
ー

に 提供す る こ と で ，自ら

の 成果を確認で き，自発的な行動 を促 す こ とが

で きる （谷 ，1997；谷 ・三矢 ，1998）。 加えて ，

会計情報 の 組織 メ ン バ ー
へ の 開示 は ，改善活動

の 優先順位 を明確化 し，自律 的行動 を可能 にす

る （Kaplan　and 　Cooper，1998）。 すなわ ち．製

造 現場 にお け る 自発 的問 題 発 見
・
解 決 の ため ，

各チ
ー

ム 自らの 会計情報の 算定や，各チ
ー

ム へ

の 会計情報 の 適切 な開示 が行 われ，そ れ らの 会

計情報を用 い た業務改善が効果に 結 び付 くこ と

が推 察され る
5
。

　以 上 の こ とか ら，MPC 制の 利用 目的 と活動，

効果 の 関係 につ い て次の 仮説 を設 定す る 。

　H4 　製造現場 に お け る 自発的 問題 発見 ・解

決 を意図す る組織 ほ ど，MPC は 自ら会計情報

を算定 した り，MPC に 会計情報が適切に 開示

され る 。

　H5 　MPC が，会計情報 を用 い た業務改善を

行 うほ ど，自発的問題 発 見 ・解 決の 効果が 高 く

なる。
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図表 1　 分析に用 い た変数 ・質問項目
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「
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皿　研 究 フ レ ー ム ワ ー ク と　17・7％戸 ・ な お・　 pa表 1 に示 した し’ ずれ の 質

　　 デー タ収集　　　　　　　　問項 目 も 7 点 リ ツ か ト ’ス ケ
ー

ル 矧 司査 した ゜

　次に 本節 で は，研究 フ レーム ワ
ークお よ び分

析 に用 い た デ
ータ の 収集に つ い て 述べ る 。

　本稿で は研 究 フ レーム ワ
ーク と して ，組織 コ

ン テ ク ス トが コ ス トマ ネジ メ ン ト手法の 利 用 に

影響 を与 え，各手法 の 効 果に影響を 及 ぼ す とい

う関係性 を想定 し て い る。そ こ で ，原 価企画 と

MPC に つ い て ，組織 コ ン テ ク ス ト， コ ス トマ

ネジ メ ン ト手法の 利用 （手法の 利用 目的 ・活動，

管理会計情報 の利用） を説明変数，コ ス トマ ネ

ジ メ ン ト手法の 利用効果 を被説明変数 とす る 共

分散構造分析に よ り仮説検証を行 う。

　分析の た め の デ
ー

タ は，2009年 1 月に東 証

一
部上 場製造業を対象に実施 した郵送 質問票調

査 に よ り収 集 した （有効 回答 151社．回収 率

W 　仮説検証と考察

　続 く本節で は，仮説検証 と分析結果の 考察に

つ い て 述べ る 。 まず，郵送 質問票調査デ ータ に

基づ き仮説検証 に 用い る 変数 を設定する 。 そ の

うえで 、設定 した 変数 を用い て 仮説検証お よび

考察を行 う。

1 ．組織 コ ン テ ク ス ト変数

　組織 コ ン テ ク ス ト変数は，先 見的 に 3 因子モ

デ ル を仮定 し， 7 質問項 目につ い て 主因子 法に

よる探索 的因子分析 を実施 した （図表 2参照）。

第 1 因子 は，日常的 ・継続的 な改善活動や ，従

業員が 原価，品質，機能性 などの 複数 目標の 同
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図表 2　 組織 コ ン テ ク ス トに関す る探 索的因子分析（バ リ マ ッ ク ス 回転後の 因子 パ タ
ー

ン）

平均 標 準 偏 差
カ イゼ ン

　志向
一　一　■　■

　 、751

エ ン パ ワ メ ン ト

　 　 志向

イ ノ ベ ー
シ ョ ン

　 　 志向

継　 続　 的　 改　 善　 活　 動 527
　 　 　 I　　　　　　 I
．974　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 」81 ．240

従業 員 の 複数 目 標達 成 の 自発性 4．69 1．且76 ’
一距 一⊥一＿ 哲L − 一 ．161

ミ　ド ル へ の 大 幅 権 限 委 譲 4．Ol 1．167
　 　 　 I　　　　　　　　　 I
．198　 　 　 　 　 　 ．876　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ．167

ミ　 ド ル　の 権 限 明 確 性 4，44 L185 230　　　　1　　　　　　，596　　　　　　　1　　　　　　，226

従 業 員 の 革 新 的 行 動 の 奨 励 4．43 LlOl 、178

騨 一 ■ 一 一 一 r ■ 一 ■ ■ ■ 翩 ■一

1
　　 ．195　　　　　　　■　　　　　　．726　　　　　　　1

新技術製品 へ の 優先的資源配分 4．60 且．且88 ．099
　 　　 　 l　　　　　　　　　 I
．074　 　 　 　 　 　 　 　 ．547

異 質 メ ン バ
ー

の 組 み 合 わ せ 4．34 且．且49 ．211 ．316　 　 1　 　 477　 　 1
　 　 　 　 　 ■一一’■■■■■昌

図表 3　 原価企画 に関す る観測変数 （質問項目）の 記述統計

質問 項 目 ヨz均 標 準 偏 差

市場 価 格 反 映の 目標 原 価 4，86 L393管理 会計手法 ・

　情報 の 利用 設計担当者の 原 価見積 り 4、09 1、569

挑戦的目慓原価 3、64 L510

多 くの 関 連 部 署 の 参 画 5．09 1、432

製造原価の 予測精度 482 L261

開 発 ・設計 現場 の 開 示 会計情 報の 利 用 3．42 U80

手法 の 効 果 製 品 コ ン セ プ トの 実現 4．16 Ll90

要求品質 ・機能の 実現 4．48 L 夏66

原価低減 4．94 1．133

時達成 を自発的に 志向 して い る こ とか ら 「カ イ

ゼ ン 志向」 と名付 けた。第 2 因子 は，ミ ドル へ

の 大幅な権 限委譲や ミ ドル の権 限が 明確化 され

て い る こ とか ら 「エ ン パ ワ メ ン ト志向」 と名付

けた 。 第 3 因子 は，従業員の 革新的行動の 奨励

や 新 製 品
・
技 術 へ の 優 先的 な資源配分，異質な

メ ン バ
ー

の組 み合わせ の 因子負荷量が 高 い こ と

か ら 「イノ ベ ーシ ョ ン志向」 と名付けた 。 変数

の 操作化 にあた り，各因子に高 い 因子負荷量 を

示 した質問項 目の 平均値を得点化 した 3 変数を

設定 した。

2 ．原価企画

（D変数設定

　原価企 画 に 関する仮説検証の ため に ，原 価企

画実施企業 （123社） をサ ン プ ル と して 分析 を

実施 した （図表 3参照）。

　分析 に 用 い る 変数 は以 下 の よ うに 設 定 した。

原価企 画活動 は．原 価企画の 特徴に 関する 5 質

問項 目の 主 因子法に よる探索的因子分析に よ り

2 因子 を抽 出 した （図表 4 参照）。 第 1因子 は，

目標原価 の 難易度が挑戦 的 で 市場志 向で あ り，

設計担 当者 自身に よる原価見積 りが実施 され て

お り，「挑戦的 ・高度な 目標原価 の 設定」 と名

付 け た。第 2 因子 は，関連 部署の 参画 ，製 造 原

価の 予測精度の 2 つ の 質問項 目 の 因子負荷量が
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図表 4　 原価企画の特徴に関する探索的因子分析 （バ リマ ッ ク ス 回転後の 因子 パ タ
ー

ン ）

平均 標準偏差
挑戦的

・
高度な　　 協働 に よ る

目標原 価の 設 定　 原 価の 作 り込み

市場 価格反 映の 目標原 価 4．861 ．39　 ■

一　　■　　一　　一　　一　　一　　一
　　〇、840　 圏　 0．萋99

設 計担当者に よ る原 価見積 り 4．091 ．57　　　　　　　　　0．603　　　　　1　　　　　0．108

挑戦的日標原価 3．641 ．51　　　1　　　　　0，415　　　　　　　　　　 0．225

多 くの 関連 部署 の 参画 5、091 ．43
一一

♂1鳧
一一＋

’
聯

”
1

製造原価の 予測精度 4．821 ．26 o・237
　 L 」糟 一＿J

高 く，「協働に よ る原価 の 作 り込み」と名付け た 。

変数 の 操作化 に あた り，各因子 に高 い 因子 負荷

量 を示 した質問項 目の 平 均値 を得点化 した。

　加 え て ，原価企 画が 実践 される場で ど の よ う

に会計情報が利用 され て い る の か に つ い て，「開

発 ・
設計現 場 の 開示会計情報 の 利 用」を 1質問

項 目で 設問 し，単独で 変数 とした
，T．
。

　原 価企画 の 効果 は．「製品 コ ン セ プ トの 実 現」，

「要求品 質
・機能の実現 ⊥ 「原価低減」 に つ い

て 1 問ず つ 設 問 した 。「原 価低減 」は単独 で 変

数 と した が，「製品 コ ン セ プ トの 実現」 と 「要

求品質 ・機能の 実現」 の 2 質問項 目 の 相関が 高

い ため （Spearman の 相関係数 O．69，有意水準

1％），こ の 2 質問項 目の 得点 を単純平均 し 「非

原価 目標の 達成」変数 とした 。

・（2）分析結果 と考察

　 原価企 画 に 関 する仮説検証 に む け て ，組織 コ

ン テ ク ス ト （カ イゼ ン 志向，エ ン パ ワ メ ン ト志

向，イノ ベ ーシ ョ ン志 向），原価企画活動 （挑

戦的 ・高度な 目標原 価の 設 定、協働に よ る原価

の 作 り込 み ），開発 ・設計現 場 の 開示会計情報

の 利 用 を説 明変数 原価企 画 の 効果 （原価低減 ，

非 原価 目標 の 達 成） を被説 明 変数 と す る共分 散

構造分 析 を行 っ た 。 分析 モ デ ル に含まれ る変数

間 の 相 関係数は 図tc　5，モ デ ル の 推定結果 は図

表 6 と図表 7 の とお りで ある 。

　 分析 の 結果，仮説 1 に つ い て ，イ ノ ベ ーシ ョ

ン 志 向の 組織ほ ど，挑戦的 ・高度な 目標原 価 の

設定や ，協働に よ る原価 の 作 り込み とい っ た高

度化 した原 価企画 活動が 実施 され て い る こ とが

図表 5　原価企画 の 分析 モ デル に 含 ま れ る 変数 の 相関関係 （Spearman の 相関係数 ）

11’
均 標準偏差 〔D 〔21 〔3〕 14｝ 〔5〕 〔句 σ 丿 〔8｝

（D カ イゼ ン 志 向 4．9B 〔｝り呂81 ．000

の エ ンパ ワ メ ン ト志 1句 4．2 丐 1〔〕7D4171LD α）

  イ ノ ベ 　シ ョ ン志 向 4、24o ．887 、34 プ ．40 プ 1、0〔勘

〔4鰯 働に よ る原価 の 作 ；魅 み 4．221172 ．145 ．171 ．332
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〔6｝開発 ・設計現場 の 開小 会計情 報の 利 用 3．42L 【8〔〕 ．413132 ポ 279
’

、27σ 222L 〔K〕0
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　　　　　　 図表 6　原価企画 の 分析モ デル の推定結果

Ptza’

鮃 ご均

喚　　　
＊

p〈 0．01p

く0．05p

＜0．10

　　 図表 7 原価企画の分析モ デ ル の パ ス 解析統計量

推定値
標準

誤 差

検定

統 計 量
確率

標準 化

係 数

（5） ＜・ （り 129 ．1181 ．095 ．273 ．102

6） く一 （2） ．066 ．108 ．613540 、060

（5） く一 （3） ．520 ．1264 ．116 ＊ ＊ ＊ ．382

（6） く一 （1） 415 、1183 ，521 ＊ ＊ ＊ ．326

（6） く9 （2） ．209 ．1081 ．934 ．053 ．且88

（6） く
曹 （3） ．082 ．126 ．647 ．517 ．060

（4） く
一

（D 一．063 ．124 一．508 ．611 一．050

（4） く
一

（2） ．Ol5 ．llO ．133 ．894 ．OI3

  く
一

（3） ．310 ．1342 ．307 ．021229

（4） ＜一 （5） 223 ．0902 ．478 ．013 ，224

（4） ＜一 （6） 209 ．0902 ，315 ．021 ．211

（7） ぐ （4） ．188 ．0862 ，195 ．028 ．195

（7＞ く
一

（5） ．288 、0833 ．473 ＊ ＊ ＊ ．299

（7） 〈
一

〔6） ．121 ．0811 ．499134 ．126

（8） く・ （4） ．449 ．0765 ．884 ＊ ＊ 寧 ．473

（8） く一 （5） ．063 ．074 ．860 ，390 ．067

（8） く一 （6） 199 ．0722 ．776 ．005 ．212
1P

くO．001
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確認 され，仮説は支持 された。

　仮説 2a，2c に つ い て ，挑 戦 的 ・高度 な 目標

原価設定の 原価低減へ の 正 の 直接効果，設計 ・

開発現場 に 開示 され た会計情報 の 利用の 非原価

目標の 達成 へ の 正の 直接効果が確認 された 。 加

えて，協働に よ る原価の 作 り込み を介 した原価

低減 と非原価 目標 の 達成へ の 正 の 間接効果 も確

認 され，仮説は 支持 され た。 また，仮説 2b に

つ い て ，協働 に よる原価 の作 り込み の 原価低減

およ び非原価 目標 の 達成へ の 正 の 直接効果が 確

認 され、仮説は支持 され た 。

　そ の 他に は ，カ イゼ ン 志向，エ ン パ ワ メ ン ト

志向 （有意水準 10％） の 組織で は 開発 ・設計現

場の 開示会計情報 の 利用が ，直接的 もし くは協

働 に よる原価の 作 り込み を経 由 し，原 価低減や

非原価 目標 の 達成に 正 の 影響 を与え る関係が確

認 された 。

　以上 の 分析結果 に つ い て 考察を行 う。第 1 に ，

組織 コ ン テ ク ス トに よ り異な る 原価企 画活動の

実施 を確認 した 。 イ ノ ベ ーシ ョ ン志向の 組織 で

は，挑戦的 ・高度 な目標原価が 設定 され，協働

に よる原価 の 作 り込みが 実施 され る高度化 した

原価企画活動が うか が える 。 時 に革新的製品開

発 と対 峙され る原 価企画 で あるが，本調査結果

か らは イ ノ ベ
ー

シ ョ ン 志向が 原 価企 画 活動 の 高

度化に プ ラ ス に作用 して い た。一方，エ ン パ ワ

メ ン ト志向や カ イゼ ン 志向の 組織で は，開発 ・

設計現場の 開示会計情報 を利用 した協働 に よ る

原価 の 作 り込み が 実施 され ，イ ノ ベ ーシ ョ ン 志

向の 組織で 見られ た高度化 した 原価企 画活動は

確認 され なか っ た 。

　第 2 に ，原価低減 と非原価 目標の 達成 へ の 異

なる原価企画活動 の 影響 を確認 した 。 原価低減

には挑 戦 的
・高度 な 日標原価 の 設定や協働 に よ

る 原価の 作 り込み が 正 の 影響を与え る の に対 し，

非原価 目標 の 達成 に は 開発 ・設計現場の 開示会

計情報 の 利 用 や協働に よ る原 価の 作 り込み が正

の 影響を与える 。
つ ま り，協働に よ る 原価 の 作

り込み は 原 価低減お よ び非原価 目標 の 達成 へ の

貢献可 能性が 高 く，挑戦 的
・高度な 目標原 価の

設定は原価低減へ の 有効性が示 唆 され る 。 特に

興味深 い の が ，開発 ・設計現場 で の 開示会計情

報の 利用が非原価 目標 の 達成 に 与える 正 の 影響

で ある 。 開発 ・設計現場の 開示会計情報の 利用

が，要求品質 ・機能 の 実現や 製品 コ ン セ プ トの

実現 な どの 非 原価 目標 の 達成 に も貢 献 し て お

り，機能や 品質と コ ス ト情報を関連 づ け る VE

や QFD な ど の 手法 の 浸透状 況 を示 し て い る の

か もしれ な い 。

3 ．MPC

（1凌 数設定

　 MPC に関す る仮説検証 の ため に，　 MPC 実施

企業 （61社） をサ ン プ ル と して分析を行 っ た 。

　分析 に 用 い る変数は以下 の よ うに設定 した 。

MPC 活動 は 「チ
ーム 自ら利 益 ・

原価 を計算」

と 「会計情報 に よ る 業務改善」 に 加 え，各チ
ー

ム へ の 会計情報の 開示 に 関す る 「製造現場 へ の

会計情報の 適切な 開示」 と 「製造現場の 開示会

計情報 に よ る業務改 善」，利 用 目的 は 「製 造 現

場の 自発的問題発 見 ・解決」．効果 は 「製造 現

場の 自発的問題発 見 ・解決効果」 を 1 問ずつ 設

問 し，単独で 変数 と した 。

（2）分析 結果 と考察

　MPC に関 す る仮説検証 に む けて，組織 コ ン

テ ク ス ト （カ イ ゼ ン 志向，エ ン パ ワ メ ン ト志向，

イ ノ ベ ー
シ ョ ン 志 向），MPC 活動 （チ

ー
ム 自ら

利 益 ・原価 を計算，会計情 報に よ る業務改善），

製造現場へ の 会計情報の 適 切な 開示，製 造現場

の 開示会計情報 に よ る業務改善，MPC の 利 用

目的 （製造現場の 自発的問題発見 ・解決）を説

明変数 MPC の 効果 （製造現場 の 自発的問題

発見 ・解決効果｝を被説 明変数 とする共分散構
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図表 8　 MPC の 分析 モ デ ル に 含 まれ る 変 数の 相関関係 （Spearman の 相関係 数）
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図表 9　 MPC の分析 モ デ ル の推定結果

造 分析を行 っ た。分析 モ デ ル に 含 まれ る 変数問

の 相関係数 は図表 8，モ デ ル の 推定結果は 図表

9 と図表 10の とお りで ある 。

　分 析 の 結果 ，仮説 3 に つ い て ，カ イゼ ン 志 向

の 組織 ほ ど，チ ーム 自ら計算 した利益 ・原価情

報や 製造現場 に 適切に 開示 された会計情報 を用

い た業務改善が行 われ る こ とが確認 され，仮説

は支持 され た 。

　 つ ぎに仮説 4 に つ い て ，製造現場の 自発的問

86

題 発 見 ・解決 を意図す る 企業 ほ ど，チ ーム 自ら

利益 ・原価情報 を計算 した り，製造現場 へ の 会

計情報の適切な開示が 促進され る こ とが確認さ

れ 、仮説 は支持 され た。

　 つ づ い て 仮説 5 に つ い て，会計情報 に よ る業

務改善が 製造現場の 自発的問題 発見 ・解決効果

に与 える正の 影響が確認 され，仮説は支持 され

た 。 ただ し，チ ーム 自らが計算 した利益 ・原価

情報 に よる業務改善は製造現場 の 自発的問題発
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図表 10　MPC 分析モ デル の パ ス 解析統計量

11く V，oor

見 ・解 決効 果 に正 の 影響 を与えるが ，製造現 場

の 開示会計情報に よる業務改善が製造現 場 の 自

発的問題発見 ・解決効果に与え る影響 は確認 さ

れ なか っ た 。

　そ の ほ か に は ，第 1 に ，エ ン パ ワ メ ン ト志 向

の 組織 ほ ど，MPC 制の 利 用 目的 と して 製造現

場 の 自発的問題発 見 ・解決を重視 し．製造現場

の 自発的問 題 発見 ・解決効果 も高 くなる こ とが

確認 され た 。

　第 2 に．仮説 3 に関係 して ，エ ン パ ワ メ ン ト

志向の 組織 ほ どチ
ーム 自らの 利益 ・

原価の 計算

が 行わ れ ない こ と
’X
，イ ノ ベ

ー
シ ョ ン志 向の 組

織ほ どチ ーム 白らの 利益 ・原価の 計算 に 加 え て ，

製造現 場 へ の 会計情報の 適切な開示が 行われ る

こ と （有意水準 10％）が確認 され た 。

　以 上 の 分析結果 に つ い て 考察 を行 う。第 1 に ，

カ イゼ ン 志 向の 組 織ほ ど，MPC が チ
ーム 自ら

計算 した利益 ・原価情報や製 造現 場の 開示 会計

情報 に よる業務改 善を行 う傾 向が確認 され 、日

本的改 善活動 （TQC 〆TQM や 小集団活動） の

発 展 ・進化 を促 す ため に MPC 制が利 用 され る

と の 指摘 （伊藤 ，2005） を再確認 した 。 つ ま り．
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高度経済成長期の 小集団活動 に よ る TQC 活動

に 代 わ る 製造現場で の 自律 的改善活動 と して

MPC 制が 利 用 さ れ て い る 実態 を示 し て い る と

考え られ る 。

　第 2 に，MPC 制で は チ
ーム 白らが 計算 した

利益 ・
原価情報 に よる業務改 善に加え て ，製 造

現場 へ の 会計情報の 適切な 開示 に よ る 業務改善

が行 われ る こ とを確認 した 。 こ の 結 果 は．オ
ー

プ ン ブ ッ ク ・マ ネジ メ ン トの 効用 を示 して い よ

う。す なわ ち．MPC の リ
ー

ダ
ー

や メ ン バ
ー

が

理 解可 能な管理 会計情報の タ イ ム リ
ー

な フ ィ
ー

ドバ ッ クは，会計情報 を用 い た業務改善に有用

だ と考え られる。

　第 3 に ，MPC 活動が MPC の 効果 に 与 える

異 な る影響 を確認 した。チ
ー

ム 自らが 計算 した

利 益 ・原 価情報 を用 い た業務改善 を行 うほ ど製

造現場の 自発的問題発見 ・解決の 効果 を高め る

が、製造現場 へ の 会計情報 の 適切な 開示 に よ る

業務改善で は そ の よ うな関係 は 確認 され なか っ

た 。
つ まり、製造現場 の 自発的問題 発見 ・

解決

を図るに は ，た とえ擬似的，簡便で も，自ら の

業務 に関 わる原 価
・
利益 を 自 ら計算する行為が

有効 で あ る と 言 える。

V 　むすびに

　本稿の 目的は ，冂本企 業に おける 組織 コ ン テ

ク ス ト，原価企 画 と MPC 制の 利用 と効果の 関

係 を明 ら か に す る こ と で あ っ た 。 こ の 目的 の た

め に 設定 した 5 つ の 仮説はす べ て 支持 された 。

加 え て ，明示的に仮説 を設定 して い なか っ た組

織 コ ン テ ク ス ト，原価企画 と MPC 制 の 利 用，

効果 の 関 係 に つ い て もい くつ か の 発 見 が あ っ

た 。 こ れ ら の 仮説検証 とそ の 他 の 分析結果の 考

察は前節で既 に述べ た の で ，最後に ，原価企画

と MPC 制の 分析結果 を統合 した更なる 考察と

残 された課題を述べ る 。

　 第 1 に．製品開発段 階の 原 価企画 と製造段階

の MPC 制 へ の 組織 コ ン テ ク ス トの 影響 に違 い

が あ る 。 イ ノ ベ ーシ ョ ン 志 向の 組織 ほ ど 原価企

画が 高度化する （挑戦的 ・高度 な 目標原 価 と協

働 に よ る原価 の 作 り込 み ）の に対 して ，MPC

制 に つ い て は エ ン パ ワ メ ン ト志向の 組織ほ ど利

用 目的 と して 製造現場の 自発的問題 発見 ・解決

が重視 されて い た 。
つ ま り，製 品 開発段 階 と製

造段 階 で は ，コ ス トマ ネジ メ ン ト手法 に好影響

を与える組織 コ ン テ ク ス トが異 な る こ とが推察

される。

　 第 2 に，管理会計情報の 利用 は，原価 企画に

お ける非原価 目標の 達成や MPC の 効果に広 く

貢献 して い る。原価 目標 は創造 的な製品 開発活

動の 制約条件で あ り，製造活動 に お い て は JIT
や TQM などの 非原価 目標 に よ る マ ネジ メ ン ト

が広 く知 られて い る 。 しか し，本稿の 分析結果

は，製品 開 発 ・製造活動 に共通 して 会計情報の

効用 を示 して い た。加 え て ，経理部門が提供す

る情報の 利用 だ け で な く，設計者自身に よ る原

価 見積 りや MPC 内で の 原 価 ・利益 計算 な ど，

現場担当者が 自ら計算主 体 となる こ とが 目的達

成 に効果的で ある と示 され た こ とは注 目すべ き

で あ ろ う。

　第 3 に ，協働 に よ る コ ス トマ ネ ジ メ ン トの 重

要性が 示 唆 される 。 協働 に よ る原価 の 作 り込

み が製 品開発 目標 全般 （原価低 減，非原 価 目

標）の 達成 に有効で ，チ
ーム マ ネジ メ ン トであ

る MPC 制 も現状 と して 有効に 機能 して い た
．
％

つ まり，製品開 発，製造活動 を問 わ ず，協働 が

効果的である こ とが示 された 。

　本 稿 の 課題 の ひ とつ と して ，当初 は説明変数

と して 意思決定環境 の戦略的特徴 （戦略不確実

性 戦略 リ ス ク ） も想定 して い たが ，調査 デ ー

タか ら適合度 の 高 い モ デ ル を特定で きなか っ た 。

こ の 結果か ら推察 され るひ とつ の 可 能性 として，

わが 国製造業で は，意思 決 定環境 の 戦 略 的特徴
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が コ ス トマ ネジ メ ン ト手法の 利用に 及ぼ す影響

は小 さ い の かも しれない
。 また別の 課題 と して ，

エ ン パ ワ メ ン ト志向の 組織ほ ど MPC チ ーム 自

らの 利益 ・原価 の 計算が行わ れ ない など，想定

外あ る い は 明示的 な仮説設 定に至 らなか っ た関

係性 も確認 したが ，これ らは探索的 な分析結果

に過 ぎない 。 こ れ らの 点 に 関 して ，追加的調査

も含めた さ らな る検証が必 要で ある 。

（注）

〔1）吉田 （2009）お よ び吉田 ほ か （2009a）は書誌学

　的研究に よ り1980年以降の 国内 の 管理 会計研究

　方法 の 動 向を 示 した 。

（2）コ ス トマ ネ ジ メ ン トは ，低 コ ス トで 高い 価値の

　提供 に むけた意思決定 を支援す る ような ア イデ

　ア創発を促す改善活動を志 向して お り （Hilton

　 et 　 al、，2006）．原価企画 を製品開発現場，　 MPC

　を生 産現場 に お け る コ ス トマ ネジ メ ン トと して

　取 り上 げ た 。な お ，MPC 制 に は コ ス トマ ネ ジ メ

　 ン ト以外 の 目的 もあ る が、Hilton　et　al．（2006）

　に 照 ら し，製造現場で の 原価 ・利益情報 を活用

　 した 改善活動 と して の MPC に焦点を当て た 。

〔3）詳しくはChenhall （2007）の 文献 レ ビ ュ
ー

な ど

　 を参照 い ただきた い 。

〔4胴 調査 で は他 の 利 用 目的 と して 利益 ・顧 客志向

　の 徹底，将来 リ
ー

ダ
ー

の 発掘 ・育成 ，従 業員 の

　モ チ ベ ーシ ョ ン 向上 を調 査 した 。 そ の 結 果，製

　造現場に お け る 自発 的問題発 見 ・解 決が他 の 目

　 的 よ り も重視 さ れ て い る こ とを確認 し た （有意

　水準1％） 。

（5慶 應義塾大学管理会計研究会 （2009a，　b）に よれ

　ば，各チ ー
ム が 自ら利益 ・

原価を計算 し な い 企

　業 も31．7％ （ 「1 全 くそうで は な い 」 か ら 「7

　全 くそ の と お り」 の 7点尺度で 3点以 下 の 比 率）

　あ り，製造現場へ 会計情報が開示 され て い る姿

　も推察され る。

  調査 の 詳細に つ い て は ，慶應義塾大学管理 会計

　研究会 （2009a，　b） を参照 い た だ きた い
。

［7）原価企 画の 特徴 に 関す る 6質問項 目の 因子分析の

　結果，複数の 質問項 目が 複数の 因子に対 し て 高

　 い 因子 負荷量 を示 し，因子 パ ター
ン を解釈する

　 こ とが困難だ っ たため，こ の 質問項 目を単独 で

　変数 と した 。

｛8に の 関係性 は 意外な発 見 で あ っ た 。 慎重な解釈

　が必要 だ が 、エ ン パ ワ メ ン ト志 向変数 は ， ミ ド

　 ル へ の 権限委譲 と業 務 区分 の 明 確性 の 合成変数

　であ り，MPC 制が主と して ロ ワ
ー

マ ネジ メ ン ト

　 を対象 と した マ ネ ジ メ ン トで あ る こ と と の ミ ス

　マ ッ チ の 可能性 ，も しくは 権 限委譲 が 進 ま な い

　中で 擬似 MPC と して 展開 され て い る 実態 を表 し

　 て い る の か も しれ ない 。

（9）慶應義塾大学管理 会計研究会 （2009a，　b）に よ れ

　ば，4つ の MPC 利用 目的 の 重視 度 と 効果 と の 正

　 の 相関関係 が確認 され て い る （有意水準 1％） 。
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